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I はじめに
多数事業部制は， 1920年代初頭にデュポンと GMに現れた組織形態であり，今日，大規模
で多角化した企業において多く採用されている。これは，それ以前の企業が図 1のような職能
別の編成であったのに対し，図2に示すように主に戦略計画に携わる総合本社および全社的コ
ントロールを行うエリー卜・スタッフからなる本社部門と，製品・ブランド・地域別に編成さ
れ，業務的コントロールに対して責任を負う半ば自律的な事業部とから構成されるものである。
こうした組織:Ff:;態が登場し，また普及していった要因については， Williamson ( 1975) 
の指摘がある。それは，職能別（ U型）組織において組織規模と複雑性が増大した結果生じ
てきた，組織内でのコントロール・ロスと戦略計画立案能力の減退という問題が，多数事業部
制 （M型）への移行という組織革新により緩和することができるということであった。これ
がいわゆる「M型仮説」である：
M型の方針に従って大企業を組織し，運営するほうが， U型に従って行うよりも，
新古典派の利潤最大化仮説に近い目標追求と最小費用行動をもたらす。
( Williamson (1975) , p. 150) 
本稿の目的は，このような多数事業部制の優位性，すなわち M型仮説を情報モデルの枠組
みの中で検討することである。そのために，組織内での情報伝達に注目し，コミュニケーショ
ン・ネットワークの議論を通じて，職能別組織と多数事業部制組織の情報構造を比較すること
を中心に分析を進めてゆく。
以下本稿では， H章で Marschakand Miyasawa (1968）に基づいて情報モデルを概説し，
情報構造比較のための条件（ガーブリングと細かさ）を示す。そして困章において規模の拡大
した職能別組織の問題点と，多数事業部制がいかにそのような問題点を解決しているのか，日
い換えればいかに情報構造を改善しているかを明らかにする。
E モ ア Jレ
1.基本モデル
Xを意思決定者をとりまく環境の状態の集合， Aを意思決定者の行動の集合，そして Cを
結果の集合とする。 X, A, Cは，それぞれその要素が互いに素であり，また可能な状態，
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行動，結果を余す所なく網羅している。ある状態xEXのもとで，意思決定者が行動αεA
を選択した場合，結果関数ρ：X×A→Cに従ってc＝ρ（x, a）という結果が発生し， 意
思決定者は，その結果に対して，効用関数u:c→Rによる評価を行う。このとき効用関数
uは，ρを通じてxとαの関数として表せるから，uとρの合成関数ωを考えることができる。
すなわち
u ( c) = u （ρ（ x，α））三w( x, a）。
このωを利得関数と呼ぶ。 以下の議論において， ωは連続，上に有界で閉であると仮定する。
Marschak ( 1963）に従って，手lj得関数ωを利用してXの分割Zを定義する。それは，任意の
zεZについて，
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w(x, a) =w(x＇，α） 〉αεA, ¥/x,x＇εz 
なる条件を満たすものである。この分割Zをωにとって十分細かいXの分割と呼び， Zは有
限個の要素を持つものとする。そして， Zが十分細かいXの分割であるような利得関数の集
合を.Ozとする。また， Aに関しては分割Dを，任意のd,d＇εD, d宇 d＇について，
および
w ( x , a ) = w ( x , a' ) 
w ( x, a）宇 w(x，。’）
¥/ xεX, ¥/a,a’Ed 
ヨxξX, ¥/ aεd, ＼／α’εd' 
を満たすものとして定義し，これを ωによるAの分割と呼ぶ。このようにすると， 実際，意
思決定者の興味は事象の集合Zと決定の集合Dに限定されるわけであるから，ωがZ×D上
で定義されていると考えても混乱を招かないであろう。
意思決定者は，環境の状態を正確に知ることはできないが，Xの全ての部分集合の族zX上
に主観確率測度πを持っている。このとき意思決定者にとって， dεDがd’εDより同等以
上に好ましいと感じられるのは，dのもたらす期待利得がd＇のそれを下まわらないとき，つ
まり，
I:w(z, d）π（z) ~I: w(z, d＇） π（ z) 
のときである。
不確実な環境において決定を下さなければならない意思決定者は，主観確率を修正し， 不確
実性を減少させるために情報を収集する。この場合，どのような情報を集められるのかは，意
思決定者の経験 ・技術などの要因で、決ってくる。こうした要因を集約したものを情報構造 （情
報システム）と呼び，それを関数ワ ：X→ Yで表すこととする。ここでYは情報構造？によっ
て得ることのできるシグナルの集合であり， その要素は有限個であると仮定する。情報構造マ
が与えられたとき，それからXの分割を一意に生成することができる。それは，任意のyEY 
について，
lx EX Iヮ（x) =yl 
を要素とする分割である。そこで，情報構造ワとこのようにして作られるXの分割を，また
その要素とシグナjレyを同一視しでも構わないであろう。
情報構造？を用いてシグナルyを受け取った意思決定者は，yに従ってどの行動をとるかを
決定する。この関係を決定ルールδ：Y→Dで表すことにし，実現可能な決定ルールの集合
をムとする。このとき意思決定者にとって最適な決定ルールa＊は， 実現可能な決定ルーJレの
うちで，最大の期待利得をもたらすものである。すなわち，
。＊（17' w，π）三I:I:w(z, a*(y） π（ z ny l 
~r:r: w ( z, a ( yl lπ（ z ny l ¥/ 8 Eム
を満たすものとして与えられる。簡単な確率の計算から，
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。＊（ワ， ω，π）三maxEπ（y)1:w(z，δ（y ） π（ z I y l 
8 E ~ y 
=・1:π（ y ) ma){ L w ( z , d ）π（ z I y l 
y aヒ U ' 
=f子w(z,dy）π（ z n y）。
ここで，
d, = arg ma_?C L w ( z , d ）π（ z I y J 
. aヒ u ' 
である。従って， dy三δ＊（y)(Y yεマ）が最適決定ルールとなる。
2.情報構造の比較
複数の情報構造が使用可能である場合，意思決定者はどのj情報構造を選べばよいであろうか。
言い換えれば，情報構造聞の比較はどのように行われればよいのだろうか。この問題を考える
ために，まず情報構造を比較するための半順序を導入しよう。そこで以下の議論ではXの分
割Zが所与であるとし，2つの情報構造マ，ザ’を考える。このとき，
〔定義l〕
任意のωεDzとZ上に定義されるπについて，
.n* （ザ；ω，π）~.n* （マ’， ω，π）
であるならば，分割Zの下でザはす’より同等以上に好ましい情報構造であるといわれ，
それを す＞zザ’ と表す。
続いて，半順序＞zが成立するための十分条件を 2つ示すことにする。はじめに，事象zE
Zが生起し，かつ情報構造すからシグナルyが得られているときに，別の情報構造ワ’からシ
ク、、ナJレy＇が，yのみに従いzとは独立に得られる場合を考えてみよう。
〔定義2〕
任意のzεZ, y E 7J, y＇ε？について，yn zが与えられたときのy’の条件付確率が
zから独立であるとき，すなわち，
π（y’I y n z l ＝π（y' I y l 
のとき，Zの下でワ’は干のガープリング （ゆがみ情報構造）であるといい，マ Gzザ’と
表す。
定義2に示されたガーブリングの条件は，
π（ z I yn y’） ＝π（ z I yl 
つまり，yny＇が与えられたときのzの事後確率がy’から独立と表現することもできる。
以上の定義から次の定理を導くことができる。
〔定理1〕
マGzす〆であればす＞z7＇である。
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定理1を証明ーするにはBlackwellの定理として知られる次の補助定理を示す必要がある。
〔補助定理〕（Blackw巴1の定理）
マ＞zすrであるための必要十分条件は，
π（ l I z lニ｝，ん π（y I z l ¥/ zεz, ¥/ y＇εマ〆
かつ
，. ~，－ん＝ l ¥/ yεマ
????????? ?
?? ??
? ?
?
??? ?
ー
???
?
?
?
?
?
Blackwel and Girshick (1954）の定理12.2. 2を見よ。
（定理 1の証明）
すはXの分割であるから，任意のzεZとy'Gす’について，
π（y’I z l二五π（y n y' I z l 
= I:，π（y ny' n z l ／π（ z) 
二五π（y'I yn z lπ（ y I z l 
= I:，π（y’I ylπ（ y I z）。
ここで，π（y'I yl主 (Jy’yとおけば，補助定理の 十分性の条件が満されることになる。
Q.E.D. 
次に，すからシグナルyが得られているとき，す’からは必ずある特定のシグナルが得られ
るという場合を考える。
〔定義3〕
すがマ’の部分分割であるとき，つま り，任意のyε干に対して
yCy' 
であるようなy’Er;’が一意に存在するとき， ワはマ’より同等以上に細かいといい，そ
れを ワsマ’と表す。
〔定理 2〕
任意のZについて，r;s r;〆であればヲ＞zマ’である。
（証明）
明らかに，r;sす’であれば，任意のZについてマGzT/＇である。 Q.E.D. 
234 村田：多数事業部制の情報モデル分析
Il M型仮説の検証
1.職能別組織形態の問題点
職能別という組織形態は，現在においても比較的規模が小さく，安定的で成熟した市場を持
つ多角化度の低い企業に適しているといわれている。それは，各職能部門における職能的専門
化の進展を可能にし，規模の経済を実現できるということと，企業内の様 な々活動を統一的な
視点から調整し，重複の排除や職能シナジーの実現を可能にするという長所を享受できるから
である。 しかしながら，企業規模が増大し，企業をとりまく環境が複雑化した場合にはどうで
あろうか。そう した状況の中で顕在化された職能別の短所は大きく 2つにまとめることができ
る。第ーには，累積的なコントロール・ロスが生じるということである。企業活動が拡大，復
雑化するにつれ，限定された合理性ゆえに経営陣に課せられる管理上の負荷がその情報処理能
力を越えてしまうため，もはや上級管理者は戦略計画と業務的コントロールの双方を処理する
ことができなくなってしまう。このことは，上級管理者の意思決定能力ならびに統制能力が減
退するということを意味し，それゆえ職能別組織形態を保つのであれば，階層レベルを追加す
る必要が生じてくる。しかし，階層レベルの追加はコミュニケーションの不完全性ゆえにコン
トロール・ロスを心然的に発生させることとなり，また階層間の情報の流れは，上方への伝達
は要約と解釈を加えられ，また下方への指令は具体化を伴って実現されるため，さらにコント
ロール・ロスの生じる機会を増加させることになる。また第二には，上級管理者の戦略計画立
案および統制能力の減退を，各職能部門の長を全社的調整過程に参加させることで補おうとす
る場合，職能部門の長が所属する部門の利益を代表するように行動しがちであるため，全社的
視野に立つ選好からの本離と党派的利害の優先という形での戦略計画決定過程のゆがみが生じ
ることとなる。
こうした，主として限定された合理性からもたらされる職能別の短所を，多数事業部制はい
かに解決，緩和できるのであろうか。まず，多数事業部制では業務的コントロールの責任が，
ほぼ独立な事業部に割り当てられるため，総合本社は戦略計画に専心できることとなり，あわ
せて，その場合に総合本社の経営者は日常業務から分離されるため，各職能部門の問題に心を
奪われずに組織の全体的成果に関心をおく ことができる。また，総合本社の戦略計画立案を補
佐するエリー卜・スタッフの存在は，同時に事業部の行動に対するコントロールの強化を可能
にする。そして，多数事業部制の採用によって結果的に生じる構造は，合理性とともに
Ansoff (1965）のいうシナジーをもたらすものとなるのである。
2.多数事業部制による情報構造の改善
職能別から多数事業部制への組織革新の利点を，情報モデルを通じて探ってみよう。 最初に
業務的コントロールに注目してみると，前節で見た職能別組織において規模と複雑性の増大に
対処するために階層レベルを追加するということは，情報の伝達に当たって組織のメンバーが
それを意図的に改ざんすることはないと仮定すれば，Marschak and Radner ( 1972）の第8
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章に論じられている，チームのコミュニケーション ・ネットワークへの節点の追加， すなわち，
ネットワーク上で情報処理が行われるという状況に対応している。つま りこれは，ネットワー
クに弧（ i' k ）が存在するときに，節点iと節点hの聞に新たに節点jが追加され，弧（ i ' 
k）が（ i' j ）と (j'k）に代わられるような場合である。このとき， 上の仮定から，節
点jがネットワークに加わった後での節点kの情報構造の下での最大期待利得は，その前の状
態での情報構造によって達成される最大期待利得を上回ることはない。以下これを詳しく論じ
ょう。
まず，コミュニケーション ・ネットワークがi'kの2節点のみからなり，弧 （i' k ）が
存在する場合を考える。ここでは，iが情報構造干によって得た情報を hへ送り，kがチーム
としての意思決定を行うものとする。このとき 1からkへ送られる情報は，y＝ヮ（x）であ
る（図3）。さてここで，節点jがiとhの聞に入った場合， iから1へは情報m;i＝マ （x）が
送られ，j；から hへはmihニ μik( m;i，今）＝ワ〆（ x）という情報が送られることになる （図
4）。ここで今＝εj( x）は節点1の統計的性質を示すものでノイズと呼ばれる。ノイズはチー
ムの利得関数とは関係なく発生するものであり，従って利得関数にとって十分に細かいXの
分割Zが与えられたときに，
π（今 Im;1 n z l ＝π（今 Im;1 l YzEZ 
が成立する。これは，（ m;j，今 ）がzεZとは独立であることを意味するのだから，mik= 
μik ( mii’ei ）もzεZから1虫立ということになる。ゆえに，mikはm;iのガープリング・
メッセージであり，TJ＇はZの下で干のガーブリングとなっている。
さらに議論をより一般的なネッ トワークに拡張してみよう。 Nをネットワークの節点の集
合とする。任意の節点tεNについて，TJiを情報構造，】うを TJiを用いて得られる環境とネッ
トワークの他の節点からの入力情報の集合とし， C；を他の節点への出力情報の集合，A；を行
環境の
観察
環境の
観察
図3 2つの節点からなるネッ トワー ク
y＝マ（ x) 
情報の伝達
図4 節点jが追加されたネットワ クー
ノイズ
間ij＝マ（x) m1k = μJk ( m;1，ち）
情報の伝達 情報の伝達
意思
決定
昔、思決定
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動の集合とする。 このとき 1のタスク関数は2つの関数の組 （Yi, a i ）で表され，それぞれ
y i : ｝う→c,
ai ：れ→A,
である。さて，ある節点hεNについて， L三 N"'-lklとしよう。集合Lに属する節点の
結合された行動をaLεr1／；と表すと，
aL二日L( Y k ( Yk) , YL ) 
であり，ここで、YL＝マL( X ) E rL 17 i , Yk ＝れ （x）である。このとき，むを hに入ってく
る情報を処理する節点がネッ トワークに追加されたときのhの情報構造とする。 Zをチーム
の利得関数にとって十分細かいXの分割とすると，ノイズの性質から，
π（ y;,I Ykn YL n z l ＝π（ Yk I Yk) 
¥/ Ykεすk,¥/ y；， εヮk,¥/ YLεマL, ¥/zEZ 
である。さらに（Y,:, a，：） をマjに関するkのタスク関数とすると，hが情報構造マjを用い
たときのチームの期待利得は，
。（マ，：）三.Q'
＝三zYk ~,, 'L ~, L W [ Z , （日以Yk), αL(y,:(y1,), YL))] 
π（ z n YkパYL)
で表される。ここで，
π（ z n Yk n YL）二 Yk~＇ k π （ Yk）π（ z n y;,n YL I Yk ) 
= ，.~ ， . π （ Yk）π（ y;,I z n Yk n YL ）π（ z n YL I Yk l 
= ，.~ ， . π （ Yk）π（ Yk I Yk）π（ z n YL I Ykl 
であるから，E π（ YkI Yk) = 1を利用すれば，
ここで，
.Q' = ,fπ（ Yk) Eπ（ Yk l九） 子,fπ（ z n丸 IYk) 
w [ z, ( ak’（ y；， ），日L( Y k ( Yk) ,YL ) ) ] 
壬 Pπ （Yk) max~ f π（ z n YL I Yk ) w [ z, ( a, a L ( c，丸））］。
（αk ( Yk ) , Y k( Yk) ）三arg1l;~子 子 ,fπ（ z n YL I Yk J 
w [ z , ( a ' a L ( c , YL) ) ] 
¥/ Ykε17 k 
とおけば上式は，
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[l'壬n（れ）三Pπ （Yk) 子pπ（ z n YL I Ykl 
w [ z , ( a k ( Yk ）， αL ( Yk (Yk ) , YL ) ) ] 
=I: I: I: w[z, （αk ( Yk），αL ( Y k ( Y ),YL ) ) ]
, ;, YL 
π（ z n Yk n YL) 
となり，hが干hをとるときのほうが，九’をとる場合よりもチーム全体の情報構造として同等
以上に好ましいことが分かる。つまり，業務的コントロールのレベルでは，多数事業部制にお
いて自律的な事業部にその権限が委譲されていることが，組織の拡大化と複雑化にともなって
職能別で発生する情報構造の悪化を回避していることになる。
次に，戦略計画に目を転じてみると，職能別組織における情報の収集が1つの情報構造によ
るものであるのに対し，多数事業部制組織においては，本社部門独自の情報構造に加えて，エ
リー卜・スタッフが各事業部から情報を集めてくる， 言い換えれば，事業部ごとの情報構造を
利用できる仕組みになっている。これは，コミュニケーション・ネットワーク上で，情報のプー
リングが行われている状況である。つまり，職能別組織における情報構造を q’とし，多数事
業部制組織の各事業部の情報構造をザI，…，マnとすると，本社部門の利用可能な情報構造ザ
は，
ヮ＝ l(y' ny1 n…n Yn )I,-n・. y戸川I Ynε九
となっている。明らかにヲ s干Fが成り立っており，情報構造が戦略計画のレベルでも改善さ
れていることが分かる。
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